
　１．はじめに

　自動車・道路交通と環境問題の関係は、大気汚染

や騒音等の沿道環境の問題から、地球温暖化、オゾ

ン層の破壊といった広域的な問題、廃棄物の削減や

リサイクル、有害化学物質処理の問題など拡大・多

様化している。

　ＩＴＳ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｓｙｓｔｅｍｓ）の普及によ

って道路交通環境の改善が期待できるのは、自動車

の走行段階での改善である。排気ガスに含まれる温

室効果ガスであるＣＯ２、大気汚染物質であるＮＯＸ、

粒子状物質（ＳＰＭ）の軽減をその対象とし、特にＣＯ２
の削減効果を中心に、議論をすすめることにする。

　我が国のＣＯ２排出量３．３２億トン（１９９５年環境庁統

計）のうち２０．４％が運輸部門からの排出である。

１９９７年１２月に開催された「気候変動枠組条約第３回

締約国会議」、いわゆるＣＯＰ３において合意された

数値目標は６％である。これを目標年次２００８～２０１０

に達成するためのＣＯ２排出削減目標は、産業部門、

民生部門、運輸部門の３部門合計で約５，６５０万トン

である（Table 1参照）。

　運輸部門の削減目標は全体の２２．５％に相当するが、

この中の“交通対策”３１０万トンの内、ＩＴＳ導入によ

る交通対策によって達成できる削減量が１１０万トン

積み上げられている。ＩＴＳ技術は「走行状態の改善」

と「走行量の低減」のために寄与することができる。
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　ＩＴＳを利用して道路交通環境改善が期待されいているシステムやプロジェクトを、ＩＴＳ

のシステム・アーキテクチャで定義された２１の利用者サービスと関連づけて紹介する。さ

らに電気自動車とＩＴＳの組み合わせや、商用車配車配送支援システムによる環境改善の可

能性、物流における船舶輸送利用による環境改善の効果等について詳しい議論を展開する。

これらの例を参考にしながらＩＴＳを用いて環境負荷の低減を達成するためには、概念整理

と方法論構築の面で検討すべき課題があることを指摘する。
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「走行量の低減」については、直噴エンジンやハイ

ブリッドエンジンをはじめ省燃費・低公害型のエン

ジンの実用化や燃料電池自動車等のＣＥＶ（Ｃｌｅａｎ 

Ｅｎｅｒｇｙ Ｖｅｈｉｃｌｅ）の開発が進められている。ＣＥＶの

使用にはまだまだ制約が多く、ＩＴＳ技術によってこ

の欠点を補うことが可能である。以上のような理由

からＩＴＳの導入によって広い範囲において削減効果

が期待されていることになる。

　そこで、第２章ではＩＴＳのユーザーサービスのう

ち、環境負荷低減が期待できるものを抽出し、リス

トアップしたものを紹介する。第３章以降は具体的

な分野での議論を取り上げることにした。電気自動

車の分野でのＩＴＳの活用を第３章で述べ、物流分野

での活用のうち、特にインターモーダル輸送とＩＴＳ

の役割について、第４章で扱うことにした。ここで

は「走行段階」での改善ばかりでなく、ＩＴＳを核と

して運輸システム全体のＩＴ化を通じて、環境負荷

の低減を図る必要性が議論されている。第５章では

その他のＩＴＳ技術と環境負荷低減との関連について

述べてある。第６章ではＩＴＳを利用して道路交通環

境を改善していくためのフレームワークについての

議論を中心に、今後の課題について述べてある。第

７章は本論文のまとめである。

　２．ＩＴＳを用いた道路交通環境改善

　平成１１年１１月に発行されたＩＴＳに係わるシステム

アーキテクチャには利用者サービスの詳細定義が与

えられている１）（Fig.1参照）。ここでは、九つの開

発分野を中心に２１の利用者サービスを参考にしなが

ら道路交通環境改善のための施策との関係について

議論をすすめていく２）。

　２－１　ナビゲーションシステムの高度化

　交通関連情報の提供と目的地情報の提供がドライ

バーのニーズにあった形でリアルタイムに提供され

れば、ナビゲーションシステムの機能が高度化され、

迷走防止や、迂回ルートへの選択を通じて交通流の

円滑化が図られる。

　情報提供手段として代表的なシステムがＶＩＣＳ

（Ｖｅｈｉｃｌｅ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ）

で、情報伝達方法は道路上のビーコンから車両に対

して車両の進行方向の情報を送信する方法と、広域

情報をＦＭ多重放送によって伝達する方法の二種類

の方法がある。

　具体的には旅行時間情報などを用いて目的地への

最適経路をナビゲーション・システムが算出し、ド

ライバーに提示するＬＤＲＧ（Ｌｏｃａｌｌｙ Ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄ 

Ｒｏｕｔｅ Ｇｕｉｄａｎｃｅ）方式が現在のところ一般的である。

　この機能と空きスペースのある駐車場の情報を組

み合わせることによって、駐車場の利用効率を高め、

空き駐車場探しのための誤走・迷走を減らすことが

できる。

　ナビゲーションシステムの高度化による環境対策

面での効果は以下のようになる。

　● システム搭載車の迂回等によって、非搭載車も含

めて道路網全体での走行速度の維持・向上が期待

できる。

　● 目的地への経路案内等により、迷走・誤走防止に

よる走行距離の減少と加減速回数の減少が期待で

きる。

　２－２　自動料金収受システム

　　　　（ＥＴＣ：Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｔｏｌｌ Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ）

　都市内、都市間有料道路における料金収受を無停

止・自動で行うもので、各車両には料金自動収受用
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Table 1　省エネ量・ＣＯ２削減量（ＣＯＰ３時点の積み上げ）

ＣＯ２削減量
（万ｔ）

省エネ量
（万�）

１，６５０２，１００産業

１，４３０１，８１０省エネ法に基づく措置の強化
による省エネ対策の実施

１２０１５０中堅工場等の省エネ対策

１００１４０高性能ボイラー等の技術開発

２，７３０１，７４０民生

９７０４５０機器の効率改善の強化措置

２８０２７０住宅の省エネ性能の向上

７５０６００建築物の省エネ性能の向上

２４０１１０高効率照明、高効率ディスプ
レイ等の技術開発

５００３１０冷暖房温度の適温設定等のラ
イフスタイルの抜本的変革

１，２７０１，７３０運輸

３２０４５０自動車の燃費改善の強化措置

６０８０クリーンエネルギー自動車の
普及促進

５０８０個別輸送機器の効率向上

２５０３４０物流の効率化

３０４０高性能電池搭載型電気自動車
等の技術開発

３１０４００交通対策

１１０１５０情報通信を活用した交通代替
の推進

１４０１９０自動車利用の自粛等ライフス
タイルの抜本的変革

５，６５０５，５７０総　合　計

資料）通商産業省自動車課。



の車載機を搭載し、有料道路の出入り口や主要経由

地点に路上器を設置する。料金所の出入り時に、車

載器と料金ゲートのアンテナ間で電波信号をやりと

りし、通行券の発券と料金支払いによる停止を不要

にするシステムである。

　自動料金収受システム導入の環境対策面での効果

は以下のようになる。

　● 料金支払い時の一時停止をなくすことによって、

単位時間に通過可能な車両数が増加し、料金所付

近における混雑時間帯において、走行速度の維持

の向上、加減速回数の減少が期待できる。

　ロードプライシングは交通需要管理施策（ＴＤＭ ： 

Ｔｒａｆｆｉｃ Ｄｅｍａｎｄ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）の一つであるが、交

通需要の高い地域において、時間帯や曜日に応じて

道路利用料を徴収することによって、交通需要の抑

制・平準化を通じて交通流の円滑化を図る施策で、

かなり以前から研究されている。ロードプライシン

グを実現するには、ＥＴＣ技術や電子ナンバープレ

ート等のＩＴＳ技術の導入が不可欠と考えられる。ロ

ードプライシングが実現した場合の環境対策面での

効果は以下のようになる。

　● ロードプライシング用のシステム搭載車が対象地

域で１００％近い普及をすればプライシングの効果

があがるので、対象とする時間帯において車両数

の減少が期待できる。

　２－３　安全運転の支援

　ここでは利用者サービスの一つである運転補助を

取り上げることにする。

　運転補助の中で、実用化が近いのはＡＣＣＳ

（Ａｄａｐｔｉｖｅ Ａｕｔｏ Ｃｒｕｉｓｅ Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｓｙｓｔｅｍ）である。

これは設定速度の維持機能に加えて、先行車との安

全な車間距離を保って追従走行し、加減速制御や警

報を発するシステムである。自動車単体で機能する

が、先行車認識のためのセンサーを用いて、先行車

の特定と車間距離、相対速度等の計算を行う。機能

としては、先行車がいない場合の定速走行に加え、

相対速度が異なる先行車に接近した場合の減速と警

告、先行車が加速・離脱した場合の加速等からなる。

　ＡＣＣＳの導入による環境対策面での効果は以下の

ようになる。

　● 主に高速道路でのクルージング運転時に、燃費効

率のよい速度帯での速度維持や、加減速回数の減

少が期待できる。

　● トンネル入口や、サグ（隘路：下り坂から上り坂

になる箇所をさす）での自然渋滞の発生防止の寄

与し、システム搭載車の普及が高くなれば、速度

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）３７

ＩＴＳと道路交通環境改善 １８７

1.ナビゲーションシステムの高度化�

(2)目的地情報の提供�
(1)交通関連情報の提供� 1.最適経路情報の�

   提供�
2.道路交通情報の�
   提供�
3.渋滞時の所要時�
   間情報等の提供�
4.選択した経路の�
   確実な誘導�

(3)自動料金収受�

(4)走行環境情報の提供�

2.同時料金収受システム�

3.安全運転の支援�

(5)危険警告�

(6)運転補助�

(7)自動運転�

(8)交通流の最適化�4.交通管理の最適化�

(9)交通事故時の交通規制情報の提供�

(10)維持管理業務の効率化�

(11)特殊車両等の管理�

(12)通行規制情報の提供�

(13)公共交通利用情報の提供�

(14)公共交通の運行・運行管理支援�

(15)商用車の運行管理支援�

(16)商用車の連続自動運転�

(17)経路案内�

(18)危険防止�

(19)緊急時自動通報�

5.道路管理の効率化�ITS

6.公共交通の支援�

7.商用車の効率化�

8.歩行者等の支援�

9.緊急車両の運行支援�

(20)緊急車両経路誘導・救援活動支援�

(21)高度情報通信社会関連情報の利用�

(1)ドライバーへの�
経路情報の提供�

(2)ドライバーへの�
他機関情報の提供�

9 21 56 172

（開発分野）� （利用者サービス）� （個別利用者サービス）� （サブサービス）�

Fig.1　システムアーキテクチャ策定が前提とした利用者サービス体系の全体像



設定の協調を通じて、道路容量を増加させ、ボト

ルネックを緩和することが期待できる。

　２－４　交通管理の最適化

　利用者サービスの一つである交通流の最適化は渋

滞の抑止と解消のための施策がもりこまれており、

いずれも道路環境に大きな影響を持つものであるが、

ここでは個別利用者サービスに挙げられている「信

号制御の最適化」と環境対策面の効果について言及

することにする。

「信号制御の最適化」の例としては、警視庁や各都

道府県警において動的および広域的な信号制御が挙

げられる。具体的にはサイクル長、スプリットなど

の信号制御パラメータを車両感知器情報によって自

動生成する方式や、渋滞が発生すると上流部の流入

を抑制するように制御プランを変更するような制御

方式がある。

　これからの制御方式の環境対策面での効果は以下

のようになる。

　● 混雑時間帯のおける都市部の交差点ボトルネック

を改善することにより、走行速度の向上、渋滞時

の加減速回数の減少が期待できる。

　２－５　公共交通の支援

　ここでは利用者サービスに挙がっている公共交通

利用情報の提供について言及する。

　公共交通利用情報の提供は、公共交通利用者のニ

ーズに適した移動手段、乗り換え、出発時間帯の選

択を支援し、利用者の利便性の向上が期待できる。

さらに交通機関への最適な利用配分を図るためには、

公共交通機関の運行状況、混雑状況、運賃、料金、

駐車場等の情報を出発前の家庭やオフィスの端末、

あるいは移動中の車載器、携帯端末機、道路やター

ミナル、バス停、高速道のサービスエリア等に設置

された情報提供装置などから提供することが必要で

ある。

　このようなシステムの整備により、道路交通の混

雑時に利用者が最も適した移動モードを選択できる

もので、公共交通機関へのシフトが期待できる。

　公共交通利用情報の提供による環境対策面での効

果は以下のようになる。

　● 道路混雑の際あるいは道路混雑を予想した利用者

が鉄道、バス等の公共交通機関へ利用をシフトす

ることによって、乗用車の車両数を減らすことが

期待できる。

　２－６　商用車の効率化

　利用者サービスとして挙がっている、商用車の運

行管理支援のためには、共同輸配送や混載を進める

ための物流需要情報の利用、配車・配送計画、車両

運行管理等の機能を盛り込んだ統合的なシステムの

導入等をサポートするＩＴＳ技術の利用が考えられる。

例えば、ＤＳＲＣ（Ｄｅｄｉｃａｔｅｄ Ｓｈｏｒｔ Ｒａｎｇｅ Ｃｏｍｍｕｎｉ-

ｃａｔｉｏｎ）を使った車との通信によって、各車両位置

や集配情報、積み荷状況に関する情報等をセンター

で把握し、道路ネットワーク全体の道路交通情報を

利用したルート指示等の運行管理が支援の具体案と

して考えられる。

　なお、ロジスティクスの高度化のためにはＩＴＳ技

術による車両把握だけではなく、ＤＳＲＣによる車両

の出庫、入庫管理、電子タグとの組合せによる貨物

の管理、物流ＥＤＩ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｄａｔａ Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ）

との組合せ等、非常に多岐にわたる話題、そして課

題がある。課題の多くはモバイルマルチメディア全

般に及ぶことであり、２１番目の利用者サービス「高

度情報通信社会関連情報の利用」でも検討が必要な

項目である。

　商用車の運行管理支援の導入による環境対策面で

の効果は以下のようになる。

　● 積載効率の向上や輸配送ルートの最適化により、

車両数、走行距離の減少が期待できる。特に都市

部における効果は大きいと考えられる。

　２－７　その他の開発分野

　開発分野の一つで、道路管理の効率化の中に維持

管理業務の効率化や、通行規制情報の提供がある。

これらの利用者サービスと環境改善との間に関連は

あるが、１地点に限るとその影響を評価することは

困難である。むしろ、都市全体において、環境改善

と通行規制との関連や、道路における各種の工事と

の関連を把握する必要がある。８番目、９番目の開

発分野である歩行者の支援と、緊急車両の運行支援

については特に環境改善との関係は無いか、あった

としても限定された地点で非常に限定された時間で

の影響である。

　３．ＩＴＳを活用したＣＥＶ共同利用システム

　クリーンエネルギー車（ＣＥＶ）と呼ばれているも

のは、圧縮天然ガス自動車（ＣＮＧ ： Ｃｏｍｐｒｅｓｓｅｄ 

Ｎａｔｕｒａｌ Ｇａｓ）、ディーゼル代替ＬＰＧ自動車、メタ

ノール自動車、ハイブリッド自動車、電気自動車

（ＥＶ ： Ｅｌｅｃｔｒｉｃ Ｖｅｈｉｃｌｅ）であるが、国の関係機関、

メーカー各社が、研究開発および実用化に取り組ん

でいる。またＣＥＶ普及事業による補助や、購入の
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際の自動車取得税の軽減が国の施策として実施され

ている。将来は燃料電池自動車が有望視されていて、

この面での研究開発は、日本のみならず、世界的な

規模で活発になっている。

　ＣＥＶの内でもＥＶ、ＣＮＧが環境面、代替エネルギ

ーの面から当面の間は有利と考えられている。しか

し、実用性、商品性はもとより、さまざまな優遇措

置があるのにもかかわらず、経済性から考えて急速

な普及は考えにくい。つまり一般の自動車の環境対

策も急速に進展しているので、現在の自動車の利用

方法を前提としていたのでは、コスト・性能面で

ＣＥＶは不利な立場にある。従って、全く新しいコ

ンセプトの交通システムの移動手段としてＣＥＶを

位置づけ、潜在的な可能性を掘り起こさなければな

らない。

「都心レンタカーシステム」と「住宅地セカンドカ

ーシステム」はＥＶを使った新しい型の車の共同利用

システムを提案し、実証実験を通じて、その有効性

を確認し、実用化に向けた技術的、管理・運営的な

課題を抽出しようというものである３）。

　この共同利用システムにおいては、ＩＴＳ技術を活

用することによって、ＥＶの航続距離が短いという

欠点を緩和し、利用者の利便性を拡大することを実

証実験の柱としている。

　Fig.2とFig.3にＩＴＳ／ＥＶ共同利用システムのコン

セプトと共同利用システムの概要を示してある。

ＩＴＳ技術を利用することによって実現できる主な機

能は以下のとおりである。

ａ）経路誘導機能

　全車にナビゲーションシステムが装備されており、

通常の経路案内・誘導も行うが、返却すべき車両ス

テーションへのルートをボタン一つで検索し、ナビ

に表示して経路案内・誘導を行う機能が付加されて

いる。

ｂ）緊急連絡機能

　操作方法が分からない場合や、返却時間に遅れそ

うな場合、コールボタンを押せば、管理センターの

サポートを受けることができる。

ｃ）航続距離警報機能

　ドライバーが、返却先の車両ステーションまで帰

ることが不可能なエリアへの走行を防止するための

警報機能。ドライバーは目的地に出発する前に確認

することができる。

ｄ）その他の機能

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）３９
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　車両走行中の車両に関する情報を管理センターで

把握する機能や、実証実験に関するさまざまなデー

タ収集を行うための機能が付加されている。

「都心レンタカーシステム」は横浜・みなとみらい

２１地区およびその周辺で、ＥＶ５０台、車両ステーシ

ョン１０ヶ所の規模で２０００年１月から２ヶ月間実証実

験が行われた。一方「住宅地セカンドカーシステム」

は東京・多摩ニュータウン（稲城市、向陽台・長峰

・若葉台地区）で、ＥＶ５０台、車両ステーション５ヶ

所の規模で同じ期間にわたって実証実験が行われた。

２０００年度も継続して実証実験が行われる。

　環境面での効果を議論する前に、とにかく普及さ

せることが第一で、普及のキーとなるのは経済性で

ある。実証実験ではシステムの運営費をカバーでき

る運営形態と課金システムについてさまざまな検討

が行われている。

　今後の課題としてはＩＴＳ技術を含めた技術的な検

討によるコストダウンと利便性の向上を図るととも

に、管理システムの運営主体と運営方法の検討、自

治体等対象地域における関係機関や団体との協力体

制の構築が挙げられる。

　４．ＩＴＳと物流の環境負荷軽減

　４－１　トラック輸送に鉄道や船舶を利用した

　　　　　物流システム

　貨物輸送の一般的な形態はFig.4のように表現で

きる。鉄道や船舶の利用はＢ→Ｃの輸送場面でトラ

ック（大型、長距離用トラック）の代替手段として

位置づけられる。

　トラック→船舶→トラック、あるいはトラック→

鉄道→トラックのような輸送形態を複合一貫輸送

（Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ）と呼ぶが、マルチモーダル

輸送（Ｍｕｌｔｉｍｏｄａｌ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ）と言うこともある。モ

ーダル・シフトという言葉は完全な和製英語でＢ→

Ｃの部分をトラックから鉄道や船舶に変換（シフト）

することを意味している。発荷主からターミナルへ

のトラック輸送とターミナルから着荷主へのトラッ

ク輸送は、Ｄ→Ｃ間のトラック輸送とは性質が異な

っている。Fig.4に示すように積載率、エネルギー

消費率の上から大きな差があり、同じトラックとい

うモードであるが、異なる性質を持った輸送、すな

わち積載率、エネルギー消費率から考えれば、異な

るモードによる輸送と考えられる。デポでは貨物の

荷姿や輸送単位が変更されることが多く、情報の面

でも大きな変化が発生していることになる。この場

面での情報処理やマテリアルハンドリングによって

は誤配送が発生し、トータルな輸送効率を下げ、無

駄なエネルギーの消費をすることになるが、この点

についても考慮する必要がある。

　インターモーダル輸送という言葉が最近使われる

ようになってきたが、これは「ドアツードアという

荷主の視点で貨物の発地から着地までの輸送の最適

化」が実現できるようなシステムである。具体的に

はデポや荷積み港、荷降ろし港が荷主の希望で変え

られるようなシステムで、これらが固定化されてい

る複合一貫輸送とは発想が異なる４，５）。ここでは具

体的なケースについてトラック輸送から船舶に変更

された場合の効果について紹介したい６）。

　Fig.5は輸送モード別輸送費の比較である。この

図から判るようにトラック、鉄道、海上輸送のモー

ドごとに有利な距離帯が存在しているということで

ある。コストの算定の方法によって具体的な距離は

変化するものの、近距離はトラック、中距離は鉄道、

遠距離は海上輸送が有利である。このような結論は

欧州での検討結果とほぼ一致している。

　さらに現実に鉄道、船舶で輸送されている品目を

調べてみれば、石油、セメント、鉱石、材木等、重

量物でしかもバラ積みできる一次産品が多い。その
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上、例えば最も需要が高いと考えられる東京・大阪

間では、鉄道がわずかにコスト面で有利ではあるが、

旅客輸送のスケジュールが優先されるので、都心に

貨物を乗り入れる時間帯が現実には制限されている

等の理由で、鉄道へのモーダルシフトは困難である。

　このように考えていくと、モーダルシフトが環境

面で良いとしても、モーダルシフトを可能にする場

面は多くないことになる。一次産品についてはすで

に多くの部分が、鉄道、海上輸送に頼っているので、

これ以外の分野でのモーダルシフトが必要になる。

　現在、コスト面でも環境面でも期待をもたれてい

るのは、一般雑貨を対象とした長距離（１，０００ｋｍ以

上）輸送である。雑貨輸送についてはコンテナ船か

ＲｏＲｏ（Ｒｏｌｌ ｉｎ Ｒｏｌｌ ｏｆｆ）船が主流で、さらに一定の

スケジュールに従って定められた航路を航行する定

期船であることが、後で述べるＩＴＳとの関係で重要

なポイントである。

　神奈川から福岡までの自動車部品や住宅用断熱材

の輸送に関してモーダルシフトを行った例が報告さ

れている７）。いずれの場合もドライバー延べ人数、

ドライバー労働時間、車両走行距離に関しては９０％

の減少、輸送コストは１５～２０％減、ドアツードアの

所要時間については０～８％の減少が報告されてい

る。

　自動車部品の例については、環境への影響が試算

されていて、海上輸送によるエネルギー消費量の削

減が４１％、ＣＯ２の排出量については３９％の削減効果

があると推定している８）。

　４－２　インターモーダル輸送とＩＴＳとの関係

　上述した例のように企業サイドから見ればモーダ

ル・シフトはコスト面で期待が大きいことになる。

一方、環境面から考えると、雑貨輸送が定期船であ

ることから、船の積載率を１００％近くに維持しなけ

れば意味がないことになる。この事を達成するため

には運輸サービス全体の利便性を確保する必要があ

る。

　例えば、トラック輸送業者がＲｏＲｏ船等を利用し

ない理由として、帰り荷の確保のために輸送途中で

立ち寄り、混載を行えないためと言われている９）。

従ってインターネット等を使った帰り荷情報システ

ムの導入が今後必要と考えられる。

　また一般雑貨の場合は、ある時刻までに荷主のと

ころに到着することが重要なので、このことを考慮

に入れた船の運航ダイヤが要求されることになる。

しかしながらトラック輸送のような柔軟性は望みえ

ないので、取り扱い品目と目的地、気象・海洋・航

路情報、発港・着港情報、それに道路交通情報が加

味されたトラック／船舶統合配送計画システムと、

これに関連した船舶利用に関する諸手続がスムース

に完了するような情報インフラの整備が必要となる。

さらにＤＳＲＣと電子タグを組み合わせることによっ

て、貨物の位置把握や、ターミナルにおける入出庫

管理、船舶への積み合わせ時、船舶からの荷降ろし

時の自動貨物認識等によって、貨物のトラッキング

をリアルタイムに出来るようなシステムの導入によ

って、マテリアルハンドリングや荷役等の作業の効

率化を図ることが必要である。

　以上からわかるように、ドアツードアのシームレ

スな貨物輸送、すなわちインターモーダル輸送を推

進することによって、海上輸送も選択肢の一つにな

り、ここにおける運輸サービスを向上することによ

って海上輸送が定着し、結果としてモーダル・シフ

トが実現することになる。シームレスな運輸サービ

スの実現のためにはＩＴＳ技術が活用できることは、

上に述べたことにより明らかであるが、ＩＴＳ技術は

移動体通信を核としたものが中心なので、むしろ一

般雑貨の輸送に関しては、ＩＴＳ技術の活用をも含む、

ＩＴ革命が浸透することが前提となる。このために

はさらなる規制緩和と新たな枠組みの構築が必要で

ある。

　以上のような前提条件がいつ実現できるかは不明

であるが、消費財を中心とする工業製品の中からコ

ンテナ輸送に適した品目を選び出し、九州・関東間

と九州・関西間について海上輸送への転換による省

エネルギー効果が試算されている６）。それによる

と九州・関西間で年間１９，２００ｋｌ（ドラム缶９．６万本）、

九州・関東間で年間５５，０００ｋｌ（ドラム缶２７．５万本）

が節約可能であるとしている。

　５．その他の分野で期待される効果

　５－１　ＡＨＳ導入による効果

　現在のＡＨＳ（Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｃｒｕｉｓｅ-Ａｓｓｉｓｔ Ｈｉｇｈｗａｙ 

Ｓｙｓｔｅｍｓ）の開発は安全支援を主としているので、

環境負荷削減の議論とは現在のところ直接結びつい

ていない。

　しかしながら、いわゆるプラトーン走行が実現で

きればドライバーの負荷の軽減、ドライバーの人数

の削減と共に、空気抵抗減少による燃費の向上、道

路の効率的利用による渋滞の減少とこれに付随する

環境負荷の削減等が考えられる。
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　日本においては第二東名での実現をめざして研究

開発がすすめられているものの、システムが具体的

にどのような形態になるかが現在のところ明確にな

っていないので推測の域を出ない。現在論文として

出版されているものでは、一定の条件下での効果を

シミュレーションで検討したものである１０，１１）。例

えば高速道路のサグ部やトンネルの入口で車速が低

下し、自然渋滞の原因になっていることは知られて

いるが、シミュレーションの結果ではＡＨＳを導入

することによってこれを解消することができるとし

ている。さらにＡＨＳの普及率が３０％程度であって

も、ＡＨＳ装着車にいわば誘導される形で車速の低

下を防ぐことができるという結果を導出してい

る１１）。

　５－２　配車配送支援システム導入による効果

　トラック輸送のうち、エネルギー効率が悪いのは

都市内のトラック輸送である。ＳＣＭ（Ｓｕｐｐｌｙ Ｃｈａｉｎ 

Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）の導入等によって効率の良い物流シ

ステムが構築できれば、多くの場合、環境面でも良

好な結果が期待できる。逆に環境面からＳＣＭに対

してどのような制約を設定すべきかの具体的な議論

は、現在のところ企業活動を制約する危惧の方が強

いので、あまり行われていない。しかし今後東京都

のようにロード・プライシングやＴＤＭを強く打ち出

すことになれば、物流システムの再構築を検討する

必要が出てくることになる。

　一方、配車・配送支援システムはコンピュータの

演算速度の向上と、ヒューリスティクスを使ったア

ルゴリズムの発達によって、配達の時間制約や、配

送と集荷の組合せ等、現実の配車・配送形態に近い

条件に対しても解を算出できるようになっている。

報告されている結果は小規模なシミュレーションに

よる結果であるが、トラックの総稼働時間に関して

１０～３０％程度の削減が報告されている１２～１４）。こ

のことは直ちに環境負荷量の削減を意味するもので

はなく、走行状態の実態把握も必要であるが、かな

りの効果が期待できる。

　総稼働時間の削減は多くの場合、車両台数の削減

によって達成できるので交通需要の削減にもつなが

るはずで、都市内の小型貨物の積載率が最近１５％を

切っていることから考えると、配車・配送の合理化

によって自然な形でＴＤＭが実現できることになる。

しかしながら、支援システムのソフトは高価であり、

中小の事業者が負担するにはリスクが高い上、コン

ピュータにある程度精通した人材の確保は事業規模

から考えてなおさら困難である。さらに、多くの支

援システムはあくまで支援であって、担当者が事業

所独自の条件を付加させようとすると、さらに高価

になる上、支援システムを駆使するためにはかなり

の熟練が必要とされている。

　個々の事業所に１００％マッチした支援ソフトでは

ないかもしれないが、各事業所において標準的なソ

フトを使って１０％程度の総稼働率時間を短縮するこ

とができれば、社会的に大きな効果があることにな

る。従って配車・配送の最適化を単に企業の合理化

と考えずに、ＴＤＭの一環としてとらえ、環境負荷

の低減と結びつけた議論の構築が必要である１５）。

　５－３　ＥＴＣ導入による効果

　ＥＴＣの導入によってブース周辺の渋滞がどのよ

うに変化するかを定量的に調べるには、種々の条件

が相互に関連しているので、簡単なモデルによる検

討が行われている。待ち行列理論を用いたシミュレ

ーションによると、対象時間を１４時間として、横浜

－横須賀道路、六ツ川料金所の５ｋｍ区間をモデルに

した結果では、所要時間節約量で３６％、燃料消費節

約量で１８％の減少になることが報告されている１６）。

　この結果は理想状態を想定しているが、１００％普及

するまでは、何個のＥＴＣブースをどのように配置

するか、あるいはまたブースの下流に一般道が接続

し、信号機がある場合の相互干渉による渋滞の発生

等、普及に当たって検討すべき課題を順次解決して

いく必要がある。このような課題を検討するための

シミュレーターが発表されている１７）。

　ＥＴＣの環境面での貢献は、ＥＴＣ専用ブースの利

用を前提とすれば、インターチェンジやランプが簡

単な道路構造になるので、建設コストの低下と工事

による環境破壊が最小限に抑えられる。現在設置が

強く望まれ、工事可能な場所においてはこの効果は

大きい。

　５－４　信号制御による効果

　環境負荷と信号機制御の関係を考える場合、従来

の信号制御で評価指標としていた交差点間の旅行時

間や、交差点における遅れ時間だけでは充分両者の

関係を把握できない。自動車の速度によって、例え

ばＮＯＸの排出量が大きく異なることはよく知られて

おり、場合によっては自動車の速度と加速度の関数

として把握しないと、発進時におけるＮＯＸの発生の

実態を反映できない１８，１９）。

　以上からわかるように、環境負荷との関係の議論

は最近になって出てきたもので、ＩＴＳを応用したも
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のとしては公共バスに対して信号優先制御を行う

ＰＴＰＳ（Ｐｕｂｌｉｃ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｐｒｉｏｒｉｔｙ Ｓｙｓｔｅｍ）が

ある２０）。このシステムのねらいは公共バスの走行

時間を短縮することと定時性を確保することによっ

て、マイカーからの乗り換えを促すことにある。従

って環境に対して間接的な影響が考えられるとして

も、公共バス優先による他の車や、バスの経路と交

差する道路の交通状況の変化を考慮した、さまざま

な条件下での環境負荷の測定が必要であろう。

　６．今後の課題

　ＩＴＳの多くの開発分野で環境負荷低減効果が期待

できることを示した。しかしながら具体的な効果を

評価するまでには至っていない。そこでこの章では

ＩＴＳ技術を環境負荷低減のための道具として利用す

る場合、どのような系統的なアプローチやフレーム

ワークが必要かをまとめてみた。

�ＩＴＳ機器のＬＣＡ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ａｎａｌｙｓｙｓ）

　ＩＴＳ導入のために必要としたエネルギー消費と

ＣＯ２排出を正確に推定することが第一歩と思われる。

ただしさまざまな困難が予想される。車載機器がマ

ルチユースになるので、特定のサービスを具体化す

るために必要としたエネルギー消費とＣＯ２排出を推

定することは容易ではない。その上、例えばＥＴＣ

については、渋滞に対して効果があるのは、ごく限

られた時間帯だけなので、効果を推定する方法論に

ついては系統的な議論が必要である。

　一方、ナビゲーションシステムに関しては年間

１００万台も出荷されている上、一般的には自動車よ

りは耐用年数が短いと考えられるので、無視するこ

とはできない。従って、自動車と同じようにＬＣＡ

を行い、標準的なケースについてエネルギー消費と

ＣＯ２排出を推定しておく必要がある。

�効果推定用モデルの開発

　ＩＴＳ導入による環境面での効果を事前に推定する

にはシミュレーションモデルを活用するしか方法が

ない。

　現在、１０万台から１００万台程度の車の動きを再現

できるような交通シミュレーターが市販されている

ので、このような道具を活用し、担当者が対象とし

ている問題に対して共通認識を持つために必要不可

欠な道具であるという常識が根付く必要がある２１）。

この目的のために、日本の大部分の都市における問

題解決に適した汎用性のあるシミュレーターを開発

するなり、活用するなりして、ベンチマークを決め

ることが急務である。

�効果測定法の開発

　現在の環境測定は、比較的広い地域の長時間にわ

たる平均的な環境負荷量を測定するために開発され

た手法である。

　ＩＴＳ技術の導入によって環境負荷低減が期待でき

る場面は、渋滞時等の限られた時間帯において、交

差点やインターチェンジ等、限られた地域である。

従来の測定網の粗密度と測定に関する時間遅れから

考えてＩＴＳの効果が捕捉出来ないことが考えられ

る２２）。

　ＩＴＳの効果を明確にするためには、特定地点での

ＣＯ２やＮＯＸの排出量を測定するセンサーや測定シス

テムと、局地的な気流の動きも考慮に入れたモデル

の開発が必要である。車両の走行に伴う環境負荷に

関するモデルがいくつか開発されているが、これら

の成果に期待するところが大きい２２～２５）。さらに

言えば、上で述べたシミュレーションとのマッチン

グも考慮すべきであろう。

�エコドライビングのサポート

　ＣＯＰ３に関連して作られたＣＯ２排出削減目標の中

で、エコドライビングへの期待が大きい。ＩＴＳ技術

はこの分野で大いに活用されるべきである。

　例えば、地図データベースを持つ車載器と車載用

のＮＯＸ、ＣＯ２センサーを組み合わせれば、各車両が

走行することによって、どこで、どれだけの環境負

荷を与えているかをドライバーに明示することがで

きる。商用車についてはディジタルタコグラフを活

用して環境負荷をモニターする道具として使うこと

ができる。環境負荷の自己管理体制を構築すること

は持続的な社会を構築していく上で重要な要素と考

えられるが、ＩＴＳ技術はこのようなシステムを構築

する上で不可欠である。

　７．まとめ

　ＩＴＳが達成すべき主な目標は、安全性の向上、道

路利用効率の向上、環境負荷の軽減である。本論文

では、ＩＴＳを何らかの形で利用して、道路交通環境

改善が期待できるシステムやプロジェクトについて、

現在筆者が把握できる範囲でまとめてみた。

　本論文の内容からわかるように、さまざまな努力

が行われているにもかかわらず、安全性の向上や道

路利用効率の向上に関連したシステムやプロジェク

トに比べると、環境負荷の軽減に関しては系統的な

アプローチが、ＩＴＳの中でまだ確立されていない。
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　道路交通環境という概念は、時間的にも空間的に

もミクロな問題設定である。これに対して、日常的

に問題としている環境基準等は、時間的にも空間的

にもマクロな問題設定の上で測定された数値である。

ＩＴＳの効果を論ずるためには、前章で述べたように

ミクロレベルの測定方法を確立するとともに、これ

をマクロレベルに集約していくことが必要である。

しかしながら、ミクロとマクロの間の橋渡しとなる

概念やモデルが確立していないことが、問題をより

複雑にし、系統的なアプローチの出現を遅らせてい

る。

　一方、ＩＴＳは道路交通を中心に発達してきたが、

第４章で紹介したように、船舶による輸送を組み合

わせることによって大きな効果が期待できる場合が

ある。このことは、運輸・交通体系全体のＩＴＳ、あ

るいはＩＴ革命を推進する必要があることを示唆し

ている。

　経済のグローバライゼーションを反映して消費財

の輸入が急増していることを考えると、地方港の活

用が可能な運輸・交通体系とこれに対応した情報イ

ンフラの構築によって、結果的に自然な形でＴＤＭ

が実現され、東京等の大都会における通過交通量を

削減することが可能になると思われる。しかしなが

ら、２１世紀のグローバリゼーションに対応した経済

活動や、アジアを中心とする国際物流に対応した運

輸・交通体系、さらにはこれとリンクした情報イン

フラのあるべき姿に対して明確なビジョンが確立さ

れていないために、運輸・交通体系のＩＴＳが進展し

ていないと考えられる５）。

　ＩＴＳによる道路交通環境改善のためには、遠回り

かもしれないが、トップダウンとしては環境負荷軽

減も考慮した２１世紀に向けた運輸・交通体系のビジ

ョンを明確にすること、ボトムアップとしてはＩＴＳ

の効果を実際に測定し、評価する方法論を構築する

こと、の二つが重要である。これらの点については

今後内外で議論が活発になることを願っている。
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